
電話

（第 3 章）

（第 5 節）

（第　 3

個人情報保護・情報セキュリ
ティ対策事業

事務事業名

20%(60%)

165

60,77060,510

直接事業費

【事業費の推移】

人 　件 　費
（概算）

区　　　　分

目標設定になじまない

60人（198人）

153

目標設定になじまない

指　　　　　標　　　　　値

1 34

16年度（決算）

目標設定になじまない

18年度（目標）

・ホームページ、広報による個人情報保護制度の市民への周知　・個人情報の開示請求
の手続き　・個人情報保護の運営状況の公表　・個人情報事務取扱いの職員への啓発
・情報セキュリティ（基本方針、対策基準）の策定

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③

　総　事　業　費 ①＋④

17年度（予算） 18年度（予定）

12%(40%)

152

8%(28%)

60,25359,516

2

156

3

指　　　標(算式）
15年度 16年度

目標設定になじまない

100人(298人)

17年度

1.設定困難

38人（138人）

成果指標
2.設定困難

３．受講者数/職員数(519)

（目的の達成
度を測るもの
さし）

市民1人当りの負担額（円）

（主要活動単
位当たりコスト）

（総事業費／各年度９月末人
口）

指　　　標

活動指標

（事務事業の
活動量や実
績）

3.研修受講者数（総受講者数）

2.個人情報保護審査会開催（回）

効率指標

地方債

１6
年
度

まで

その他特財

２　実　施　（ドゥ）

国支出金

道支出金

（単位：千円）

15年度（決算）

市が保有する個人情報

・個人情報の適正な取り扱いの確保、個人情報の開示、訂正及び利用停止等を求める
権利を明らかにし、個人の権利利益を保護し、公正で民主的な市政の推進に資する。
・全職員が個人情報を保護するべき具体的な対策を明文化した情報セキュリティポリ
シーを策定。実施手順書による全庁統一の判断基準をもって個人情報の保護を推進す
る。

1.開示請求（件）

一般財源

①合　計

②人　数（年間）

　平成１7年度事務事業評価調書（継続用）　　　　北広島市別紙３

Ｈ１５

整理番号 8-1 作成部署 総務部情報推進課 内線766

課長職名

情報の共有

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

・ホームページ、広報による個人情報保護制度の市民への周知　・個人情報の開示請求
の手続き　・個人情報保護の運営状況の公表　・個人情報事務取り扱いの職員への啓
発
・情報セキュリティ実施手順（全庁共通、行政情報ネットワークシステム）の策定・運用

施策）

章 いきいきとした交流と連携のまち

17
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

9,263

9,000

9,141

1.00

9,000

1.00

9,000

9,000

261 1,000

263 141 261 1,000

141263

10,000

1.00

9,000

9,000

9,261

1.00

9,000

9,000

鈴川　曼 作成日 平成17年6月事務区分 部長職名　■自治事務　　□法定受託事務　 西野隆夫

個人情報の保護に関する法律、北広島市個人情報保護条例、同条例施行規
則、北広島市個人情報保護事務取扱要領外

根拠法令等
　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

１　計　画　（プラン）

情報通信技術の進展に伴い行政機関における個人情報の利用が拡大しており、個人情報の取り扱い
によっては個人の権利利益（個人の人格的、財産的な権利利益）が侵害される恐れがあることから市
民の権利利益を保護するために基盤法規を整備しました。平成１５年８月に条例を施行しました。

事務事業開始の
きっかけ（導入当
初の目的等）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　　意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
な状態にしたいの
か）

節
施策

開かれた市政



□十分効率的

事務事業を取り巻く
社会環境の変化や
今後の予測・他市
町村の動向等

　情報通信技術の発展により、電子化された情報を情報通信ネットワークを介して大量かつ迅速に処
理することが可能となったことから、個人情報の保護の必要性が高まった。個人情報は個人の権利利
益（個人の人格的、財産的な権利利益）に密接に関わる情報であり、他人の個人情報を取り扱う者
（国、自治体、事業者）は適正な取り扱いと保護に努めることが求められている。

項　　目

目的の妥当性

■改善の余地
あり(⇒改善の
方法記入）

【手法は効率
的ですか。コ
スト節減の方
法はありませ
んか】

行政関与の妥当性 ■適切

□やや非効率

【受益者負担の適正化の
余地はありませんか】

□適切

【社会経済情勢や市民
ニーズの変化などから、
設定した対象や意図は妥
当ですか】

□改善の余地
あり(⇒改善の
方法記入）

効率性の評価

■概ね効率的

□改善の余地
あり(⇒改善の
方法記入）

【現在の手段は適切です
か。もっと効率的で有効
な手法はありませんか】

項　　目 判　定
【妥当性の評価と改善の方法等】

整理番号 8-1

有効性の評価

【意図した成
果は上がって
いますか】

今後の方向性や改善方法など

□かなり非効率

４　総合判定と今後の方向性

判　　定

□見直しの上で継続する

□統合する(検討含む）

【２次評価】

【有効性と効率性の評価と改善の方法】

　判　　　　定

□あまり成果が上がっていない

□成果が上がっていない

□十分成果が上がっている

■概ね成果が上がっている

【市が実施すべき事務事
業ですか。市民・企業等
での実施可能性はありま
せんか】

□廃止・休止する(検討含む）

□縮小する(検討含む）

□廃止・休止する(検討含む）

□終了

　判　　　　定

□見直しの上で継続する

■Ａ 　　　 □B    　　□C

※部局で所管するすべての事務事業の中で、この事務事業の位置づけはどの程度ですか

手段の妥当性

□拡大・重点化する

■現状のまま継続する

【１次評価】

個人情報保護条例の趣旨に基づき、
開示等請求については無料、写しを希
望するものに対しては実費相当額を徴
収している。

【事務事業担当部局内優先度】

事務事業担当部局
の総合判定

【上記３の評価と改
善を踏まえ、今後の
方向性についての総
合判定と改善方法等
を記入】

□拡大・重点化する

■現状のまま継続する

今後の方向性等

　１次評価のとおり□統合する(検討含む）

□縮小する(検討含む）

□終了

　市民には広報、ホームページで制度の周知を図るとともに、職員
には個人情報保護の認識を一層深めるための機会を計画的に設
ける。
　なお、平成１７年度に運用を開始した「行政情報ネットワークシス
テムセキュリティ実施手順書」（情報セキュリティを守るために遵守し
なければならない手順を取りまとめたも）を、平成１８年度からは各
課が保有する情報システムで運用するよう徹底していく。

受益者負担の妥当性

行財政構造改革推
進本部の総合判定

３　評　価　（チェック）と改善（アクション）

■適切

■適切

□改善の余地
あり(⇒改善の
方法記入）

□該当しない

個人情報保護制度の事務は、法に基づい
た事業であるので市が自ら実施すべき事
務である。また、情報セキュリティーポリ
シーについても、全職員を対象とする規定
なので市が実施すべき事業である。

判定の説明や課題 改善の方法

判定の説明や課題 改善の方法

個人情報を取り扱う者は適正な取り扱
いと保護に努めることが求められてい
ることから目的は妥当である。

個人情報保護制度の下、職員は自覚を
持って情報を取り扱っている。今後は情報
システムによる個人情報の取扱いなど、明
確なルールに沿って運用し、漏えい事故等
未然に防止できるよう計画的に実行する。

・個人情報保護、情報セキュリティに係る
継続した研修の実施。
・監査法人による外部監査の実施。（セ
キュリティ改善に向けた対策の計画、実
行が可能となる。）

個人情報保護法が全面施行され職員
の個人情報保護の意識は高まってい
る。なお、庁舎の物理的なセキュリティ
の脆弱性に関しては、検討の余地が
ある。

重大な漏えい事件の80%は、人が原
因で起きている。情報セキュリティの
研修を行い、継続して職員の意識を
向上していく。

・公文書は紙で管理していることから、
検索等は手作業とならざるをえない。
・情報セキュリティに関しては、今後も
職員の意識啓発が必要。

総合文書管理システムの導入によ
り、公文書を電子化することで書類の
減少、紙媒体による個人情報の漏え
い等を防止でき、事務の効率化を図
ることができる。


